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合
併
後
の
新
市
の
基
本
方
針

や
公
共
施
設
の
整
備
な
ど
に
つ

い
て
定
め
、
将
来
の
ビ
ジ
ョ
ン

や
施
策
の
方
向
性
を
示
す
計
画

で
す
。

こ
の
計
画
の
中
に
位
置
づ

け
ら
れ
た
事
業
に
は
、
合
併

特
例
債
（
※
）
な
ど
国
か
ら

の
財
政
支
援
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

【
変
更
案
の
概
要
】

「
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被
害

を
受
け
た
合
併
市
町
村
に
係
る

地
方
債
の
特
例
に
関
す
る
法
律

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が

平
成
24
年
６
月
27
日
に
施
行
さ

れ
、
合
併
特
例
債
の
活
用
期
限

が
従
来
の
期
限
か
ら
５
年
間
延

長
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
し
た
。

こ
の
た
め
、
今
後
予
定
し
て

い
る
庁
舎
の
整
備
、
公
共
施
設

の
統
合
整
備
な
ど
、
新
た
な
施

設
整
備
事
業
の
財
源
に
、
合
併

特
例
債
を
活
用
で
き
る
よ
う
、

計
画
期
間
の
延
長
の
ほ
か
、
新

た
な
事
業
の
掲
載
な
ど
、
必
要

な
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

■意見等の提出方法
閲覧場所で直接提出または郵送、
ファクスで下記へ

■お問い合わせ
政策推進部　政策推進課（米原庁舎）
〒521-8501米原市下多良三丁目3番地1
1 52-6626 5 52-5195

■案の閲覧場所
・市公式ウェブサイト
・市役所各庁舎と
図書館の
「市政情報プラザ」
・行政サービスセンター

（
※
）
合
併
特
例
債

合
併
年
度
と
こ
れ
に
続

く
10
か
年
度
に
限
り
、
市

町
村
の
合
併
に
伴
い
特
に

必
要
と
な
る
事
業
の
経
費

に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る

（
充
当
率
95
％
）
地
方
債

（
借
金
）
で
す
。
そ
の
返
済

金
の
70
％
は
国
か
ら
の
財

政
支
援
が
あ
り
、
非
常
に

有
利
な
地
方
債
で
す
。

現在、政策推進課では、次の2つの計

画の策定に向けて議論を進めています。

市民のみなさんからの意見を参考に、

さらなる内容充実を図るため、パブリッ

クコメント（市民意見）を募集します。

みなさんの「声」をぜひお届けくだ

さい。

【募集期間】平成27年1月9日(金)まで

新
市
ま
ち
づ
く
り
計
画

（
変
更
案
）

▼
新
市
ま
ち
づ
く
り
計
画
と
は

新市まちづくり計画（変更案）
第３次米原市行財政改革大綱（案） についてのパブリックコメントは…



2015.1.15

第
３
次

米
原
市
行
財
政
改
革
大
綱(

案)
▼
こ
れ
ま
で
の
行
財
政
改
革

▼
第
３
次
米
原
市
行
財
政

改
革
大
綱(

案)

の
主
な
内
容

市
で
は
、
効
率
的
で
効
果
的
な
行

財
政
運
営
に
取
り
組
む
た
め
に
、
平

成
17
年
度
に
第
１
次
行
財
政
改
革
大

綱
、
平
成
22
年
度
に
は
第
２
次
行
財

政
改
革
大
綱
を
策
定
し
、
こ
れ
ま
で

さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
進
め
て
き

ま
し
た
。

し
か
し
、
少
子
高
齢
化
の
進
展
や

人
口
減
少
の
問
題
な
ど
を
は
じ
め
と

す
る
社
会
経
済
環
境
の
変
化
や
厳
し

い
財
政
状
況
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、

持
続
可
能
な
行
財
政
基
盤
の
確
立
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
ム
ダ
の
な
い

行
政
経
営
と
地
域
の
活
力
を
醸
成
す

る
地
域
経
営
の
実
行
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
行
財
政
改
革
の
歩
み

を
緩
め
ず
、
不
断
の
行
財
政
改
革
に

対
す
る
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
く

た
め
、
米
原
市
行
財
政
改
革
市
民
会

議
に
お
い
て
、
第
３
次
行
財
政
改
革

大
網
の
基
本
方
針
や
推
進
項
目
な
ど

に
対
す
る
審
議
を
進
め
、
こ
の
度
、

原
案
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。

基
本
理
念

市
民
、
地
域
と
と
も
に
築
く
個
性

的
で
魅
力
的
な
「
希
望
都
市
ま
い

ば
ら
」
の
実
現

改
革
目
標

社
会
経
済
環
境
の
変
化
に
対
応
で

き
る
堅
固
な
行
財
政
基
盤
の
確
立

◆
行
財
政
改
革
の
基
本
方
針
と

推
進
項
目
（
重
点
項
目
）

第
３
次
行
財
政
改
革
で
は
、
次

の
３
つ
の
基
本
方
針
を
掲
げ
、

基
本
方
針
に
基
づ
く
行
財
政
改

革
推
進
項
目
を
計
画
的
に
取
り

組
み
ま
す
。

ま
た
、
全
市
的
な
対
応
や
中
長
期

的
な
視
点
で
の
取
り
組
み
が
必
要

と
さ
れ
る
項
目
の
う
ち
、
現
時
点

で
取
り
組
み
中
の
も
の
や
行
財
政

改
革
の
中
核
的
役
割
を
担
う
も
の

と
し
て
、
更
に
内
容
の
充
実
を
図

る
必
要
が
あ
る
も
の
を
重
点
項
目

と
位
置
付
け
て
、
改
革
を
推
進
し

ま
す
。

基本方針 推進項目 

 
基本方針１ 

 
地域力の創造 

（多様な主体を活かす地域経営） 

まちづくりを担う多様な主体との協働 
　① 協働のまちづくりの推進※ 
　② 民間活力の積極的な活用※

 
 
市政の透明化の推進 
　① 市民への情報提供の充実 
　② 市政への市民参画機会の充実 

 
基本方針2 

 
職員力の向上 

職員の資質向上と意識改革 
　① 人財育成の推進※ 
　② 職員の意識改革 
 
組織体制の改革 
　① 効率的で機動的な組織体制整備 
　② 危機管理体制の強化 

 
基本方針3 

 
自立した行政経営の推進 

行政サービスの質的改革 
　① 行政評価(事業評価と事業整理)の推進※

 
　② 市民意向の的確な反映 
　③ ＩＣＴ活用の推進 
　④ ゼロ予算、低予算事業の推進 
 
公共施設の適正化 
　① 公共施設の再配置（統廃合）の推進※ 
 
財政基盤の強化 
　① 特別会計事業の財政健全化※ 
　② 徴収率の向上と債権の適正管理※ 
　③ 自主財源の確保 
 

い 

※重点項目


